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対象期間
2014年度（2014年4月1日〜2015年3月31日）。ただし、一部期間外の活動を含んでいます。海外子会社については拠点が置

かれている地域によって会計年度や集計対象期間が異なります。

対象範囲
川崎重工業株式会社（一部関連企業を含む）

発行頻度：年度報告書として毎年一回発行予定

編集発行元：総務本部 地球環境部

発行責任者：総務本部長

参考ガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」

GR I 「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第4版」

免責事項
本レポートは、当社グループの過去と現在の事実だけでなく、発行日時点における計画や見通し、経営計画・経営方針に基づい

た予測が含まれています。これらは記述した時点で入手できた情報に基づいた仮定ないし判断であり、諸与件の変化によって将

来の事業活動の結果や事象が記述内容とは異なったものとなる可能性があります。
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